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内 容 

地方公共団体議会の議員選挙の立候補届出をする際添えなけ

ればならない宣誓書に「住所に関する要件を満たす者であると

見込まれること」を追加する公職選挙法の一部改正が施行され

ることとなったため、下記のとおり情報提供する。 

１ 概要 

 改正前全ての選挙で立候補届出の際に添えなければならな

い宣誓書においては、「犯罪などにより被選挙権を有しない」

「重複立候補者ではない」を誓うのみであったが、本改正に

より地方公共団体議会の議員選挙に限り「当該選挙の期日に

おいて公職選挙法第９条第２項又は第３項に規定する住所に

関する要件を満たす者であると見込まれること」を追加して

誓うこととなった。 

 なお、当該宣誓書において虚偽の誓いをした場合は、選挙

管理委員会の告発を待って公職選挙法第２３８条の２第１項

の虚偽宣誓罪（３０万円以下の罰金）の適用対象となる。な

お、刑が確定した場合公職選挙法第２５２条第１項により５

年間公民権停止の措置を受ける。 

２ 法改正の目的（総務省通知 総行選第 3 5 号抜粋） 

住所要件を満たさない者が当選を得られないことを承知の

上で立候補するという法律の想定するところではないイレギ

ュラーな事案を抑止することを目的としたものである。 

３ 新旧対照表 

別紙のとおり 

４ 公布・施行期日等 

・ 公布日  令和２年６月１０日 

・ 施行期日 令和２年９月１０日

問題点・今後

の方針 

本改正の対象となる東京都議会議員選挙及び足立区議会議員選

挙において、立候補予定者説明会・事前審査・立候補届受付の際

に本改正内容を説明するとともに、虚偽の宣誓は公民権停止を伴

う虚偽宣誓罪の適用対象であることを周知していく。 
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